




































　ア　平成20年 8 月 5 日付け貸付（金銭消費貸借契約 1 ）
　　元本　 1 億円　最終弁済期日　平成25年 7 月25日
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　　返済方法　毎月25日　（平成20年 8 月～平成25年 6 月）166万7000円
　　　　　　　　　　　　平成25年 7 月25日　164万7000円
　　遅延損害金　 年14％又は銀行の調達金利に年率 2 ％を加えたものの内いず
れか高い方の割合により算出（年365日の日割計算）
　　変更契約　平成28年 9 月23日付け変更証書 1 により、
　　　残元本2127万3000円（平成28年 9 月29日時点）
　　最終弁済期日　平成28年10月31日　同日　一括返済
　　遅延損害金　変更なし　　 甲は A 社の借入債務（契約 1 ）について連帯
保証した。
　イ　平成23年 5 月 2 日付け貸付（金銭消費貸借契約 2 ）
　　元本　5000万円　最終弁済期日　平成26年 4 月25日
　　返済方法　毎月25日　（平成23年 5 月～平成26年 3 月）138万9000円
　　　　　　　　　　　　平成26年 4 月25日　138万5000円
　　遅延損害金　 年14％又は銀行の調達金利に年率 2 ％を加えたものの内いず
れか高い方の割合により算出（年365日の日割計算）
　　変更契約　平成28年 9 月23日付け変更証書 2 により、
　　　残元本3055万4000円（平成28年 9 月29日時点）
　　最終弁済期日　平成28年10月31日　同日　一括返済
　　遅延損害金　変更なし　　 甲は A 社の借入債務（契約 2 ）について連帯
保証した。
　ウ　貸付金の残額（現在額）
　 　A 社は、金銭消費貸借契約 1 及び 2 の最終弁済期日（平成28年10月31日）
を経過しても以下の残元金と遅延損害金の債務を弁済していない。
　　　残元金　5182万7000円







　 　A 社は、平成29年 2 月15日、Y 社との間で、営業譲渡契約を締結し、Y 社
に対し、譲渡財産一覧記載の以下のものを譲渡した。
　　　 商品（1200万円）、商標権（100万円）、保証金・敷金（本社ビル 4 ・ 5 F 
200万円ほか）建物（150万円）、建物附属設備（150万円）、機械装置
（ 1 円）器具及び備品（ 5 万円）無形固定資産（50万円）、車両運搬具
（34万円）、営業権。
　　譲渡日　平成29年 2 月15日　財産引渡時期＝譲渡日
　　 　A 社と Y 社は、各々平成29年 2 月14日に株主総会を開催し、本契約の
締結と履行について総会の承認を得ている。
　 　Y 社は、平成28年 7 月13日設立、資本金950万円の株式会社であり、雑
貨、衣料品等の企画、開発、製造、販売及び輸出入等を業としている。
（ 4）債務整理の開始についての通知
　　A 社から X 銀行に対して、平成29年 7 月12日、債務整理をする旨通知した。
（ 5）X銀行による提訴
　 　X 銀行は、平成30年 3 月13日、A 社に対し、本件各金銭消費貸借契約に基
づき債務の履行を求めるとともに、甲に対し、本件各連帯保証契約に基づ




11月 6 日第 4 回口頭弁論期日より前に、辞任した。（平成30年11月 3 日辞任）















　以上によれば、Y による A の標章の使用等は、会社法22条 1 項の趣旨が妥
当し、A の商号を引き続き使用する場合に準ずるものということができ、Y
は、会社法22条 1 項の類推適用によって、X に対し、本件債務を A と連帯し
て支払う責任を負うというべきである。」
3 ．会社法22条 1 項類推適用に基づく請求
（ 1）原告 Xの主張










　 ②以下の事情に照らせば、Y は A という営業主体がそのまま存続している
との外観を作出したものであることが明白である。
1 ）商標を含むブランドの継続使用



















　 　A は、平成25年頃から「Sea Code」（シーコード）という名称で営業を開
始した。A の従業員の名刺やシーコードの店舗で使用されていた「Sea」と
「Code」との間にヒトデ形を挿入した標章は、A の登録商標であり、A とい
















　 　Y（株式会社 HEI LEHUA）は、A がその営業に用いていた登録商標「Hula 
Lehua」の重要な部分である Lehua をその商号の主たる部分として継続使用
している。






























　 　Y の本店所在地（港区・ ・ ・）は、元々 A が倉庫等として使用していた
事業所をそのまま継続使用するものである。
　　（イ）店舗について
　 　Y が現在経営する 7 店舗は、A が経営していた店舗を継続使用するもので
あり、いずれも A の経営していた店舗と同じ場所にある。
　　（ウ）湘南オフィスについて
　 　Y の湘南オフィス（藤沢市・ ・ ・）は、元々 A が実質的な本社として使




　　小 括 2 ）Y が A の事業所、オフィスや店舗をそのまま継続使用している
ことからすれば、Y と A との間に営業場所の同一性があるといえる。
3 ）事業内容の同一性
　　（ア）登記上の事業目的の同一性








　 　Y の現在の事業内容と A の過去の事業内容とが同一であることは、Y 自
身のウェブサイト上の記載からも既に明らかである。
　　小 括 3 ）Y の登記上の事業目的と A のそれとが実質的に同一であるだけ
でなく、Y の現在の事業内容と A の過去の事業内容にも同一性がある










代表取締役の長男が Y の経営の中枢を担っている点で、A と Y との間には
強い経営主体の同一性がある。
　 　以上のとおり、Y が A の商標を含む各ブランドを継続使用していること、
A と Y との間には営業場所の同一性、事業内容の同一性及び経営主体の同
一性がそれぞれ認められることからすれば、Y は A という営業主体がその
まま存続しているとの外観を作出したものであることが明らかである。
総括（会社法22条 1 項類推適用）















　A は、平成29年 2 月15日、Y に対して A の営業の一部を譲渡する営業譲渡
契約を締結しており、Y は A に対して正当な対価を支払っている。Y は正当










































　（ 2 ）ア　Y（株式会社 HEI LEHUA）は、A の登録商標である「Hula Lehua」
の一部である「Lehua」をその商号である「HEI LEHUA」の一部として使用す
るとともに、そのホームページにおいて、「HEI LEHUA」の標章を掲げている。










　オ　Y は、「フラハワイ池袋西武店」（平成30年 2 月28日時点）、「フラハワイ
そごう千葉ジュンヌ店」、「フラハワイ博多阪急店」及び「フラハワイ沖縄店」
の名称の店舗を運営し、各店舗の入口や店内には、「Hula Hawaii」のサインプ
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レートを設置して、ハワイアン雑貨等を販売している。











年10月 7 日第一小法廷判決・民集 8 巻10号1795頁、同昭和47年 3 月 2 日第一小
法廷判決・民集26巻 2 号183頁参照）。





















う外観を作出しているということができる。　以上によれば、Y による A の標
章の使用等は、会社法22条 1 項の趣旨が妥当し、A の商号を引き続き使用する
場合に準ずるものということができ、Y は、会社法22条 1 項の類推適用によっ















（ 2 ）　近藤光男「営業譲渡に関する一考察―債権者保護を中心として」神戸法学年報 3 号65頁、山
下眞弘「商号続用のある営業譲受人の責任―債権者保護の視点から」立命館法学256号238頁な
ど参照。
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　 b ）企業財産の担保性を重視する見解　（服部栄三『商法総則・第 3 版』418


































の外観信頼の保護規定と解してきた（最判昭和29年10月 7 日民集 8 巻10号1795





























　現行の事業の現物出資（会社法28条 1 号）や事業の賃貸借（会社法467条 1
項 4 号）の場合にも、以上の判例が挙げた類推適用のための根拠は妥当すると
思われる。
（ 4 ）　最高裁判決昭和40年 9 月22日民集19巻 6 号1600頁。なお事業譲渡の意味についての学説上の議
論については、江頭憲治郎編『会社法コンメンタール 1 』商事法務（2008年）198頁以下〔北村
雅史〕参照。












































































































































（15）　東京地判平成27年10月 2 日（後述 j 判決）参照。
（16）　牛丸弘行・法と政治67巻 3 号835頁参照。































































できるかが主な論点となる。事業の譲受会社 Y は、譲渡会社 A が利用してい




















































（24）　小菅・前掲（注20）「本件判批」 3 頁も、標章それ自体の続用に対し会社法22条 1 項の類推適
用がなされた初の事例という。
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